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 答申第２３７号（諮問第２９１号）                       

 

答  申 

 

１ 審査会の結論 

  埼玉県警察本部長（以下「実施機関」という。）が平成２８年１２月２６日付けで行

った公文書部分開示決定及び公文書不開示決定は、妥当である。 

 

２ 審査請求及び審議の経緯 

（１） 審査請求人は、平成２８年１１月１８日付けで、埼玉県情報公開条例（平成１２

年埼玉県条例第７７号。以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、実施機関

に対し、次のとおり公文書の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

   「１、○○駅西口歩道橋下横断歩道の一時停止標識（路面含）の設置開始時期 

    ２、同上設置者 

    ３、同上設置理由 

    ４、標識改変の時期、理由、改変者 

    ５、○○駅西口歩道橋下横断歩道における交通事故歴（全記録） 

      （○○○○○○○○○○） 

    ６、同上その原因 

    ７、○○駅西口歩道橋下横断歩道の一時停止違反件数（全記録） 

      （○○○○○○○○○○） 

    ８、同上その理由」 

（２） 実施機関は、本件開示請求に対し、平成２８年１２月２日付けで条例第１５条第

２項に規定する公文書開示決定等期間延長を行い、審査請求人に通知した。 

（３） 実施機関は、本件開示請求に対し、次のとおり公文書を特定した。   

   ア 本件開示請求の１～３について 



 2 

     一時停止の指定及び廃止について（昭和６２年１１月３０日決裁、交通規制課）

（以下「本件対象文書１」という。） 

   イ 本件開示請求の４について 

     道路標識等補修申請書（平成２７年１１月６日第１９２３号、○○警察署長）

（以下「本件対象文書２」という。）及び交通安全施設工事等の契約について（依

頼）（平成２８年６月９日、交通部交通規制課長）（以下「本件対象文書３」と

いう。） 

   ウ 本件開示請求の５及び６について 

   （ア）交通事故事件受理簿（平成２２年○○警察署№０１６１４） 

   （イ）交通事故事件受理簿（平成２２年○○警察署№０１８３８） 

   （ウ）交通事故事件受理簿（平成２３年○○警察署№０１８３４） 

   （エ）交通事故事件受理簿（平成２６年○○警察署№０００２３） 

   （（ア）～（エ）について、以下「本件対象文書４」という。） 

   （オ）物件交通事故事件受理簿（平成２５年○○警察署受理番号第１００８０号） 

   （カ）物件交通事故事件受理簿（平成２５年○○警察署受理番号第１１８４２号） 

   （キ）物件交通事故事件受理簿（平成２５年○○警察署受理番号第１２２３２号） 

   （ク）物件交通事故事件受理簿（平成２５年○○警察署受理番号第１３６８４号） 

   （ケ）物件交通事故事件受理簿（平成２５年○○警察署受理番号第１３６８５号） 

   （コ）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１０４４９号） 

   （サ）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１０５１４号） 

   （シ）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１１０２９号） 

   （ス）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１１６９４号） 

   （セ）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１２１３０号） 

   （ソ）物件交通事故事件受理簿（平成２７年○○警察署受理番号第１４００７号） 

   （タ）物件交通事故事件受理簿（平成２８年○○警察署受理番号第１０３９３号） 

   （チ）物件交通事故事件受理簿（平成２８年○○警察署受理番号第１０８６２号） 
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   （ツ）物件交通事故事件受理簿（平成２８年○○警察署受理番号第１２０１８号） 

   （テ）物件交通事故事件受理簿（平成２８年○○警察署受理番号第１２０５１号） 

    （（オ）～（テ）について、以下「本件対象文書５」という。） 

（４） 実施機関は、本件開示請求に対し、次のとおり決定を行い、審査請求人に通知し

た。 

   ア 本件対象文書１については、「警部補以下の職員の氏名及び印影」を条例第１

０条第１号及び第３号に該当するとして、「内線電話の番号」を条例第１０条第

５号に該当するとして、不開示とする公文書部分開示決定（平成２８年１２月１

６日付け文情第１２１５号）を行った。（以下「本件処分１」という。） 

   イ 本件対象文書２については、「警部補以下の職員の印影」及び「警部補相当職

以下の職員の印影」を条例第１０条第１号及び第３号に該当するとして、「個人

の氏名」を条例第１０条第１号に該当するとして、不開示とする公文書部分開示

決定（平成２８年１２月１６日付け文情第１２１６号）を行った。（以下「本件

処分２」という。） 

   ウ 本件対象文書３については、「警部補以下の職員の氏名及び印影」及び「警部

補相当職以下の職員の印影」を条例第１０条第１号及び第３号に該当するとし

て、「内線電話の番号」を条例第１０条第５号に該当するとして、「個人の氏名」

を条例第１０条第１号に該当するとして、不開示とする公文書部分開示決定（平

成２８年１２月１６日付け文情第１２１７号）を行った。（以下「本件処分３」

という。） 

   エ 本件対象文書４については、「警部補以下の職員の氏名及び印影」を条例第１

０条第１号及び第３号に該当するとして、「事故当事者の氏名、性別、本籍、生

年月日、年齢、住所、電話番号、損傷程度等特定の個人を識別することができる

情報」を条例第１０条第１号に該当するとして、「事故概要等交通事故捜査に支

障を及ぼす情報」を条例第１０条第３号及び第５号に該当するとして、不開示と

する公文書部分開示決定（平成２８年１２月１６日付け文情第１２１８号）を行
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った。（以下「本件処分４」という。） 

   オ 本件対象文書５については、「警部補以下の職員の氏名及び印影」を条例第１

０条第１号及び第３号に該当するとして、「事故当事者の氏名、生年月日、年齢、

性別、住所、電話番号等特定の個人を識別することができる情報」を条例第１０

条第１号に該当するとして、「事故の概要等交通事故捜査に支障を及ぼす情報」

を条例第１０条第３号及び第５号に該当するとして、不開示とする公文書部分開

示決定（平成２８年１２月１６日付け文情第１２１９号）を行った。（以下「本

件処分５」という。） 

   カ 本件開示請求の７及び８については、場所ごとによる違反の統計データは作成

しておらず、当該開示請求に係る文書は保有していないとして、公文書不開示決

定（平成２８年１２月１６日付け文情第１２２０号）を行った。（以下「本件処

分６」という。） 

（５） 審査請求人は、埼玉県公安委員会（以下「諮問庁」という。）に対し、平成２９

年２月１５日付けで、本件処分の取消しを求めて審査請求を行った。 

（６） 実施機関は、本件対象文書２及び３において本件開示請求で指定された場所の一

時停止規制標識が大型化された理由について再度検索を行い、次のとおり公文書を

特定した。 

   ア 交通事故抑止に資する新たな点検プロセスの継続試行実施について（通知）（平

成２７年５月２２日決裁）及び交通事故抑止に資する新たな点検プロセス試行実

施の継続について（通知）（平成２７年５月２２日付け交規第７０２号）（以下

「本件追加対象文書１」という。） 

   イ 新点検プロセスに基づく現場診断の実施について（平成２７年１１月１３日第

１９６０号、○○警察署長）（以下「本件追加対象文書２」という。） 

   ウ 点検プロセスの現場診断結果（交通部交通規制課）（以下「本件追加対象文書

３」という。） 

（７） 実施機関は、前記（６）で特定した本件追加対象文書１～３について、次のとお
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り決定を行い、審査請求人に通知した。 

   ア 本件追加対象文書１については、「埼玉県警察の警部補以下の職員の氏名及び

印影」及び「警察庁の警部以下の職員の氏名」を条例第１０条第１号及び第３号

に該当するとして、「内線電話の番号」を条例第１０条第５号に該当するとして、

不開示とする公文書部分開示決定（平成２９年３月１３日付け文情第２１０号）

を行った。（以下「本件追加処分１」という。） 

   イ 本件追加対象文書２については、「警部補以下の職員の氏名及び印影」を条例

第１０条第１号及び第３号に該当するとして、「内線電話の番号」を条例第１０

条第５号に該当するとして、「個人の氏名及び顔写真」及び「車両の登録番号」

を条例第１０条第１号に該当するとして、不開示とする公文書部分開示決定（平

成２９年３月１３日付け文情第２１１号）を行った。（以下「本件追加処分２」

という。） 

   ウ 本件追加対象文書３については、「警部補以下の職員の印影」を条例第１０条

第１号及び第３号に該当するとして、不開示とする公文書部分開示決定（平成２

９年３月１３日付け文情第２１２号）を行った。（以下「本件追加処分３」とい

う。） 

（８） 当審査会は、平成２９年５月２６日に諮問庁から条例第２４条の規定に基づく諮

問を受けるとともに、弁明書の写しの提出を受けた。 

（９） 当審査会は、平成２９年６月２２日に諮問庁の職員から意見聴取を行った。 

 

３ 審査請求人の主張の要旨 

  審査請求人が主張している内容は、おおむね以下のとおりである。 

（１） 本件対象文書１～３では、一時停止規制及び標識改変の理由が各々具体的ではな

く、ただ危険性の予見のみで判らない。判る書面を求める。（以下「本件審査請求

１」という。） 

（２） 本件対象文書１中の「一時停止指定場所見取図」の記載が雑であり、重要な施設
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であるはずの歩道橋が記入されていない。これでは一時停止規制が必要であるか判

断できない。（以下「本件審査請求２」という。） 

（３） 本件対象文書３によれば、道路標識等の工事箇所４４件について、１件当たり７

万円弱の金額となり、高額と考える。これらについての入札等の関係書類の開示を

求める。（以下「本件審査請求３」という。） 

（４） 本件対象文書４及び５における事故について、概要と略図が開示されていないの

で事故の原因が判らない。開示しても個人等が特定されるものではない。（以下「本

件審査請求４」という。） 

（５） 本件処分６について不開示としているが、交通違反の統計データではなく交通反

則告知書中の反則事項・罰条の補足欄の開示を求める。 

  （以下「本件審査請求５」という。） 

  

４ 諮問庁の主張の要旨 

  諮問庁が主張している内容は、おおむね以下のとおりである。 

（１） 本件審査請求１及び２については否認する。 

   ア 本件対象文書１は、一時停止の指定及び廃止に係る起案文書であり、本件開示

請求で指定された場所の一時停止規制の指定を含むことから、本件開示請求の１

～３に係る文書として特定し、本件処分１において部分開示決定したものであ

る。 

     本件開示請求で指定された場所の一時停止規制は昭和６２年に指定しており、

当時の文書で現在も保存されているものは本件対象文書１のみとなっている。そ

のため、審査請求人の主張する一時停止規制の理由が「判る書面」は、本件対象

文書１以外に存在しないものである。 

   イ 「交通規制事務の処理並びに道路標識等の設置及び管理要綱」（平成１５年４

月１７日付け交規第６２０号。以下「管理要綱」という。）第８の３は、管理責

任者（署長等）は、補修を必要とする道路標識等を発見・認知した場合は、速や
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かに交通規制管理業務により必要項目を入力の上登録し、設置責任者（交通部交

通規制課長）に申請するものとすると規定し、管理要綱第８の４は、「設置責任

者は、道路標識等補修申請書（別記様式第３号）等を出力して、その申請内容を

精査した上、所要の手続をとるものとする。」と規定している。 

     本件対象文書２は、管理要綱第８の４に定められている別記様式第３号であり、

本件開示請求で指定された場所の一時停止規制標識を含むことから、本件開示請

求の４に係る文書として特定し、本件処分２において部分開示したものである。 

     本件対象文書３は、管理要綱第８の４に規定される「所要の手続」として、交

通部交通規制課長から総務部財務局施設課長宛に道路標識の更新工事を依頼し

たものであり、本件開示請求で指定された場所の一時停止規制標識を含むことか

ら、本件開示請求の４に係る文書として特定し、本件処分３において部分開示し

たものである。 

   ウ 本件開示請求で指定された場所の一時停止規制標識を大型化した理由が分かる

文書について再度検索を行なった結果、次の本件追加対象文書１～３も対象とな

ると判断したため、本件追加処分１～３を行ったものである。 

   （ア） 本件追加対象文書１は、「交通事故抑止に資する新たな点検プロセスの試

行実施について（通達）」（平成２６年３月２５日付け警察庁丁規発第２６

号、丁交企発第３２号、丁交指発第３５号）に基づいて実施した道路交通環

境の点検（以下「新点検プロセス」という。）の試行を継続実施するための

通知に係る起案文書、警察庁通達及び同通知文書である。当該通知文書には、

新点検プロセスの試行を実施する警察署の一つとして、本件開示請求で指定

された場所を管轄する○○警察署が含まれているものである。 

   （イ） 本件追加対象文書２は、本件開示請求で指定された場所を管轄する○○警

察署長が、当該規制場所の道路管理者とともに新点検プロセスに基づく現場

診断を実施し、その結果を交通部交通規制課長宛に報告したものである。 

   （ウ） 本件追加対象文書３は、新点検プロセスに基づく現場診断を実施した各警
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察署長からの報告を受け、交通部交通規制課において標識補修等について検

討したものであり、当該検討結果を受け、本件開示請求で指定された場所の

一時停止規制標識を大型化したものである。 

   エ 以上のとおり、本件開示請求の４に係る文書として本件対象文書２及び３と本

件追加対象文書１～３を特定しており、当該文書のほかに、本件開示請求で指定

された場所の一時停止規制標識を大型化した理由が分かる文書は存在しないも

のである。    

（２） 本件審査請求３について 

    本件開示請求では入札等の関係書類を開示請求しているとは認められず、審査請

求人に対して、入札等の関係書類については新たに開示請求するよう教示した。 

（３） 本件審査請求４については否認する。 

    本件対象文書４は、本件開示請求で指定された場所付近における人身交通事故の

事件受理簿であり、本件対象文書５は、同場所付近における物件交通事故の事件受

理簿である。本件対象文書４の「事故概要」及び本件対象文書５の「事故の概要」

と「事故発生状況略図」（以下「事故の概要等の情報」という。）は、関係者から

聴取した内容その他の情報をもとに警察官が把握・判断した捜査に関する情報又は

捜査の進捗状況に関する情報であり、公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は

捜査等公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるものであり、また、交

通事故捜査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから、条例第１０条第３

号及び第５号に該当するため本件処分４及び５において不開示としたものである。 

（４） 本件審査請求５については否認する。 

    実施機関は、場所ごとによる交通違反件数の統計データは作成しておらず、本件

開示請求の７及び８に係る文書を保有していないことから、本件処分６において不

開示決定を行ったところ、審査請求人は、交通反則告知書の開示を求めたものであ

る。 

    審査請求人が主張する交通反則告知書は、交通反則通告制度において使用される



 9 

交通反則切符の一部である。 

    交通反則通告制度は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」とい

う。）違反事件の簡易迅速な処理を図るため、法に違反する行為について、刑事手

続による処理を原則としつつ、その特例として、一定の範囲において、刑事手続に

先行して警視総監又は道府県警察本部長が一定額の反則金の納付を通告し（法第１

２７条）、違反者がこれに応じて任意に反則金を納付した場合には、当該違反行為

について公訴を提起しないこととし（法第１２８条）、また、通告に先立って行わ

れる告知を受けた者が反則金に相当する金額を仮納付した場合には、反則金を納付

したのと同様の効果を生ずることとしている（法第１２９条）。 

    反則行為とは、法第８章の罪に当たる行為のうち一定のものを指すから、その行

為が犯罪であることは明白であり、反則行為があると認めて、その証拠を収集保全

する行為は、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）による司法警察職員として

の捜査行為である。 

    交通反則切符は、前記交通反則通告制度において使用される様式であり、法第９

章に定める反則行為に関する処理手続の特例様式として道路交通法施行規則（昭和

３５年総理府令第６０号）第４０条及び第４１条で規定されており、交通反則事件

の告知及び通告に用いられている。 

    したがって、交通反則切符は、刑事事件である道路交通法違反事件を処理するた

め作成されるものであるから、被疑事件に関して作成される捜査書類であることは

明らかであり、刑事訴訟法第５３条の２に規定する「訴訟に関する書類」に該当し、

条例第３９条により条例の適用が除外される。 

    以上のことから、仮に交通反則告知書を特定したとしても、条例の適用除外の文

書であることから、不開示決定となるものである。 

 

５ 審査会の判断 

（１） 本件審査請求１について 
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    実施機関は、前記２（３）ア及びイ、（４）ア～ウにおいて本件対象文書１～３

を特定し部分開示決定したものであるが、審査請求人は、一時停止規制及び標識改

変の理由が具体的ではないと主張し、本件対象文書１～３のほかに当該理由が「判

る書面」の開示を求めているものである。 

    そこで当審査会は、本件対象文書１～３の特定の妥当性について検討する。 

    なお、審査請求人は、本件対象文書１～３の不開示部分について審査請求をして

いないことから、これについて当審査会は判断しない。 

（２） 埼玉県警察における文書管理について 

    条例第３４条第２項は、「実施機関は、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関

する基準その他の公文書の管理に関し必要な事項を定めるものとする。」と規定し

ていることから、埼玉県警察においては、埼玉県警察文書管理規程（平成１４年埼

玉県警察本部訓令第２５号。以下「文書管理規程」という。）に基づき文書管理が

行われている。 

    文書管理規程第３６条第１項では、「所属で保有する文書等は、事務の性質、内

容等に応じて系統的に分類するものとする。」として文書等の分類を規定し、同条

第２項では、「文書等は、暦年ごとに管理しなければならない。ただし、会計年度

ごとに整理することが適当なものは、会計年度ごとに行うものとする。」として文

書等の整理を規定している。そして、同条第４項では、「前３項に規定する文書等

の分類及び整理に基づき、ファイル基準表（別記様式第１２号）を作成するものと

する。」として分類及び整理した文書等をファイル基準表で管理することを規定し

ている。そして、ファイル基準表には、第１ガイド（大分類）、第２ガイド（中分

類）、個別フォルダー（小分類）及び保存期間等の欄があり、文書等は個別フォル

ダーに収納されるが、個別フォルダーに収納される文書等の件名の記載欄はなく、

個別フォルダーがファイル基準表上の文書管理の最小単位となっている。 

    また、文書管理規程の施行に伴って制定されたファイリングシステム実施要領（平

成１４年７月１０日付け文第２６５号。以下「実施要領」という。）は、文書管理
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規程に定める文書等の分類、整理、保管及び保存の細目として、文書等の管理に関

する必要な事項を定めている。実施要領第１８経過措置では、「この要領の実施の

際、現にフォルダーによらず簿冊で編さん管理されているもの」にあっては、「当

分の間、ファイル基準表に代わるべきものを作成して管理するものとする。」とし

ており、実施機関は、これに基づいて文書引継台帳を作成している。ここでいう「現

にフォルダーによらず簿冊で編さん管理されているもの」とは、埼玉県警察文書規

程（平成８年埼玉県警察本部訓令第２３号。平成１４年７月１０日全部改正）に基

づいて簿冊に編さんして保存されていた文書等を指している。そして、文書引継台

帳には、所属、分掌、個別フォルダー及び保存期間等の欄があるが、文書等の件名

の記載欄はなく、個別フォルダーが文書引継台帳上の文書管理の最小単位となって

いる。 

    なお、文書管理規程に基づいて作成し、又は取得した文書等は、総合文書管理シ

ステムにおいて電磁的に管理されている。総合文書管理システムによる文書管理業

務の実施に関し必要な事項は、埼玉県警察情報管理システムによる文書管理業務実

施要領（平成１４年７月１０日付け文第２６６号）において定められており、ファ

イル基準表及び文書引継台帳の検索や出力が可能となっている。 

（３） 本件処分１～３における公文書の特定について 

   ア 本件処分１について 

     本件対象文書１は、昭和６２年に、関係各警察署長からの申請に基づき実施機

関において、一時停止規制の指定と廃止について検討したものの起案文書及びそ

の添付資料である。添付資料には、関係各警察署長から申請のあった一時停止規

制の指定と廃止の箇所数を警察署ごとにまとめた「交通規制実施総括表」、一時

停止の指定と廃止をする場所の住所等が記載された「○○警察署長の一時停止申

請場所」、一時停止の指定と廃止をする場所の「一時停止指定場所見取図」及び

一時停止の指定と廃止を○○警察署長が埼玉県警察本部長宛に申請した「交通規

制（一時停止）指定申請書」等が綴られている。 
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     当審査会において本件対象文書１を見分したところ、添付された「○○警察署

長の一時停止申請場所」及び「一時停止指定場所見取図」には、本件開示請求で

指定された場所を示すものがあることが確認でき、関係各警察署長からの一時停

止の指定の申請については、「それぞれ交通の安全と円滑を図るため必要性が認

められる」ため、実施機関において「決裁後、所要の標識等を設置」することを

意思決定したものと解することができる。 

     さらに、諮問庁に確認したところ、本件対象文書１は、昭和６２年の交通規制

課規制管理係の文書引継台帳に登載されている「交通規制原議 一時停止」に保

存されている文書とのことであった。 

     そこで、当審査会の事務局職員に当該「交通規制原議 一時停止」に係る文書

の現物確認をさせたところ、本件開示請求で指定された場所の一時停止の指定に

係る文書は、本件対象文書１以外に存在しないことが確認できた。そして、文書

引継台帳を確認したが、当該「交通規制原議 一時停止」のほかに、本件開示請

求で指定された場所の一時停止の指定に係る文書が保存されていると思われる

ものは確認できなかった。 

     以上のことから、実施機関が本件処分１において本件対象文書１を特定したこ

とは妥当であり、また、本件開示請求で指定された場所の一時停止指定に関する

昭和６２年当時の文書で、現在も保存されているものは、本件対象文書１のみと

なっているため、審査請求人が求める一時停止規制の理由が「判る書面」は当該

文書以外に存在しない、とする諮問庁の主張に不合理な点は認められない。 

   イ 本件処分２及び３について      

     本件対象文書２は、新点検プロセスの現場診断を含む交通安全対策により、○

○警察署長が、埼玉県警察本部長宛に本件開示請求で指定された場所の標識を含

む９件の「道路標識等を補修されるよう申請」した文書とその添付資料である。

添付資料には、申請場所の地図及び標識補修の概要を記載した「道路標識補修内

容図」が綴られている。 
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     当審査会において本件対象文書２を見分したところ、「道路標識補修内容図」

には本件開示請求で指定された場所の現場写真と住所が示され、また「本板交換

（新点検プロセス現場診断）」等の記載とともに標識補修の概要が図示されてい

ることが確認できた。 

     さらに、諮問庁に確認したところ、本件対象文書２は、交通規制課規制管理係

の平成２７年（度）ファイル基準表に記載された個別フォルダー「路側標識等移

設・修繕・更新申請」に保存されている文書とのことであった。 

     そこで、当審査会の事務局職員に当該個別フォルダーの現物確認をさせたとこ

ろ、本件開示請求で指定された場所の標識補修に係る文書は本件対象文書２以外

に存在しないことが確認できた。そして、平成２７年（度）ファイル基準表を確

認したが、当該個別フォルダーのほかに、本件開示請求で指定された場所の標識

補修に係る文書が保存されていると思われる個別フォルダーは確認できなかっ

た。 

     本件対象文書３は、交通部交通規制課長が総務部財務局施設課長宛に○○警察

署管内４４件の「交通安全施設工事等の契約」を依頼した文書とその添付資料で

ある。添付資料には、○○警察署管内の道路標識補修場所の一覧表、補修に必要

な道路標識板等の必要数を一覧にした「道路標識数量表」、標識の処分に係る標

識の重量を計算した「標識処分費計算」、標識補修工事の概要が記載された「路

側式反射設置配置図（安全施設台帳）」及び「路側式反射設置配置図（工事内容）」

（以下「配置図」という。）が綴られている。 

     当審査会において本件対象文書３を見分したところ、４４件の配置図のうち、

本件開示請求で指定された場所における標識補修工事に関する配置図が確認で

き、当該配置図には、「一停をＬ板に更新」等の記載とともに標識補修工事の概

要が図とともに詳細に記載されていた。   

     さらに、諮問庁に確認したところ、本件対象文書３は、交通規制課規制管理係

の平成２８年（度）ファイル基準表に記載された個別フォルダー「工事契約書類
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等」に保存されている文書とのことであった。 

     そこで、当審査会の事務局職員に当該個別フォルダーの現物確認をさせたとこ

ろ、本件対象文書３以外に本件開示請求で指定された場所の標識補修に係る文書

は存在しないことが確認できた。そして、平成２８年（度）ファイル基準表を確

認したが、当該個別フォルダーのほかに、本件開示請求で指定された場所の標識

補修に係る文書が保存されていると思われる個別フォルダーは確認できなかっ

た。 

     以上のことから、実施機関が本件処分２において本件対象文書２を、本件処分

３において本件対象文書３を特定したことは妥当であり、また、審査請求人が求

める一時停止標識改変の理由が「判る書面」は当該文書以外に存在しないとする

諮問庁の主張に不合理な点は認められない。  

     なお、当審査会で本件追加処分１～３の経緯について諮問庁に確認したところ、

審査請求人が審査請求書提出の際、本件対象文書２及び３の中に記載のある「新

点検プロセス」に伴う標識補修の理由が分かりづらいと申し立てたため、実施機

関は、前記２（６）及び（７）のとおり本件追加処分１～３を行うことにより、

本件開示請求の４で審査請求人が求めた標識改変の理由に係る部分を補ったと

のことであり、当該処分は妥当であると認められる。 

（４） 本件審査請求４について 

   ア 本件審査請求について 

     実施機関は、本件処分４において、本件対象文書４の「警部補以下の職員の氏

名及び印影」を条例第１０条第１号及び第３号に該当するとして、「事故当事者

の氏名、性別、本籍、生年月日、年齢、住所、電話番号、損傷程度等特定の個人

を識別することができる情報」を条例第１０条第１号に該当するとして、「事故

概要等交通事故捜査に支障を及ぼす情報」を条例第１０条第３号及び第５号に該

当するとして不開示としている。 

     また、本件処分５において、本件対象文書５の「警部補以下の職員の氏名及び
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印影」を条例第１０条第１号及び第３号に該当するとして、「事故当事者の氏名、

生年月日、年齢、性別、住所、電話番号等特定の個人を識別することができる情

報」を条例第１０条第１号に該当するとして、「事故の概要等交通事故捜査に支

障を及ぼす情報」を条例第１０条第３号及び第５号に該当するとして不開示とし

ている。 

     これに対し審査請求人は、事故の概要等の情報が開示されていないので事故の

原因が分からないとして、当該部分の開示を求めて審査請求したものである。 

     そこで、当審査会では、事故の概要等の情報の不開示情報該当性について検討

する。 

     なお、審査請求人は、本件対象文書４の「警部補以下の職員の氏名及び印影」、

「事故当事者の氏名、性別、本籍、生年月日、年齢、住所、電話番号、損傷程度

等特定の個人を識別することができる情報」、また本件対象文書５の「警部補以

下の職員の氏名及び印影」、「事故当事者の氏名、生年月日、年齢、性別、住所、

電話番号等特定の個人を識別することができる情報」の不開示について審査請求

をしていないことから、これについて当審査会は判断しない。 

   イ 不開示情報該当性について      

     条例第１０条第３号は、「公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、

公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが

あると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」を不開示情報として

規定している。 

     本号の趣旨は、地方公共団体の責務として、社会生活の基盤となる公共の安全

と秩序を維持し、県民全体の利益を擁護するという観点から、公文書の開示によ

る犯罪の誘発その他の社会的障害の発生を防止することにある。 

     当審査会において本件対象文書４及び５を見分したところ、事故の概要等の情

報については、事故当事者等の供述、現場の状況から認められた事実等に基づい

て警察官が把握・判断した内容が記載されていることが認められた。 
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     これらの情報が公になると、交通事故捜査の処理方針や着眼点等が明らかとな

り、当該情報を入手した者が交通事故を起こした場合、自己に不利益な供述を躊

躇し、真の供述を得られなくなるおそれがあると認められる。よって、事故の概

要等の情報のように交通事故捜査に支障を及ぼす情報は、公にすることにより公

共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることに

つき相当の理由があると認められることから、条例第１０条第３号に規定する不

開示情報に該当する。 

     なお、条例第１０条第３号のみの判断で不開示情報の該当性が認められるため、   

    諮問庁の主張する条例第１０条第５号の該当性については判断するまでもない。 

（５） 本件審査請求５について 

   ア 本件処分の妥当性について 

     実施機関は、特定の場所ごとによる交通違反件数の統計データを作成するため

の規程を設けておらず、それを求める法令もない。また、現状において当該統計

データは作成されておらず、本件開示請求の７及び８に係る文書は保有していな

いとの諮問庁の主張に、特段不自然で不合理な点は認められないため、実施機関

の行った本件処分６は妥当である。 

     なお、審査請求人は、交通違反件数の統計データではなく交通反則告知書の反

則事項・罰条の補足欄の開示を求めている。交通反則告知書は、法第９章に定め

る反則行為に関する処理手続の特例の書式である交通反則切符に綴られており、

違反者氏名、違反日時、違反場所、反則事項・罰条、反則行為の種別等が複写式

で記載されているものである。 

     諮問庁は、交通反則切符が刑事訴訟法第５３条の２に規定する訴訟に関する書

類に該当し、条例第３９条により条例の適用が除外されるから、仮に交通反則告

知書を特定したとしても、これは条例の適用除外の文書であると主張するため、

以下この点について検討する。 

   イ 訴訟に関する書類について      
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     訴訟に関する書類について、刑事訴訟法第５３条の２は、行政機関の保有する

情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下「情報公開法」という。）

の規定を適用しない旨を規定している。同条の訴訟に関する書類とは、被疑事件

・被告事件に関して作成され又は取得された書類であると解されるが、同条がこ

れを情報公開法の規定の適用から除外した趣旨は、訴訟に関する書類及び押収物

については、①刑事司法手続の一環である捜査・公判の過程において作成・取得

されたものであり、捜査・公判に関する国の活動の適正確保は、司法機関である

裁判所により図られるべきであること、②刑事訴訟法及び刑事確定訴訟記録法

（昭和６２年法律第６４号）により、その取扱い、開示・不開示の要件、開示手

続等が自己完結的に定められていること、③類型的に秘密性が高く、その大部分

が個人に関する情報であるとともに、開示により犯罪捜査、公訴の維持その他の

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが大きいものであることによる

ものである。 

     すなわち、訴訟に関する書類は類型的に秘密性が高く、その大部分が個人に関

する情報であるとともに、開示により犯罪捜査や公訴の維持等に支障を及ぼすお

それが大きいものであることから、これらの書類の取扱いは刑事訴訟手続に委ね

ることとしたものと解される。 

   ウ 条例第３９条について 

     条例第３９条は、「この条例の規定は、刑事訴訟法第５３条の２に規定する訴

訟に関する書類及び押収物については、適用しない。」と規定している。同条は、

刑事訴訟法第５３条の２の規定を受け、関係法令との整合性を図る必要があるこ

とから、条例の適用除外規定を設けたものであり、訴訟に関する書類及び押収物

については、条例に基づく公文書の開示請求とは別の制度に委ねることが適当で

あることから、条例の適用除外としたものである。 

   エ 交通反則告知書の特定について 

     交通反則通告制度とは、原則は道路交通法違反における刑事事件であるが、違
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反者が一定期日までに反則金を納付すれば、特例として当該違反行為について公

訴を提起しないこととする制度である。そして、一定期日までに反則金を納付し

なかった場合には、刑事手続で処理されることとなる。 

     交通反則切符は、法第９章に定める反則行為に関する処理手続の特例の書式で

ある。 

     よって、交通反則切符は、刑事事件である道路交通法違反事件を処理するため

に作成される捜査書類に含まれるものであり、刑事訴訟法第５３条の２に規定す

る訴訟に関する書類に該当し、条例第３９条の規定に基づき条例の適用が除外さ

れる。 

     以上のことから、仮に交通反則告知書を特定したとしても、これは条例の適用

除外の文書であるとする諮問庁の主張に不合理な点はない。 

（６） その他 

    審査請求人及び諮問庁は、その他種々主張するが、いずれも当審査会の判断を左

右するものではない。 

（７） 結論 

    以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

 （答申に関与した委員の氏名） 

大谷 基道、西村 弥、小林 玲子 

 

審議の経過 

年  月  日 内   容 

平成２９年 ５月２６日 諮問（諮問第２９１号）を受け、弁明書の写しを受理。 

平成２９年 ６月２２日 実施機関から意見聴取及び審議（第一部会第１２１回審査会） 

平成２９年 ７月２７日 審議（第一部会第１２２回審査会） 

平成２９年 ９月１９日 審議（第一部会第１２３回審査会） 
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平成２９年１０月１６日 答申 

 


